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図－1　任意反射境界の模式図

緩勾配不規則波動方程式における任意反射率境界設定方法の高度化
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1.はじめに

　港内静穏度計算等，平面波浪場を予測する場合には多方向不規則波の各種変形を考慮する必要がある．特

に構造物による反射に関しては，その反射特性に応じた任意反射率境界を適切に取り扱わねばならない．

一方，有理式近似に基づく緩勾配不規則波動方程式(例えば，磯部(1993))は，線形理論ではあるものの波

の不規則性や各種変形を考慮することができ，比較的扱いやすい方程式である．この緩勾配不規則波動方程

式に対する任意反射率境界の設定方法は著者らによって示されている(金澤ら，2000)．金澤ら(2000)の方法

は，反射境界上の計算点に反射率に応じた減衰係数を与えるもので，反射率と減衰係数の関係は数値実験に

より求められている．しかしながら反射率と減衰係数の関係式が構造物設置位置の水深波長比により場合分

けされており，その間で両者の関係が不連続になるという問題があった．

　そこで本研究では，緩勾配不規則波動方程式に対してより汎用性のある任意反射率境界を構築し，その妥

当性を金澤ら(2000)の実験結果と比較することで検証した．

2.任意反射率境界の改良

　金澤ら(2000)は緩勾配不規則波動方程式に含まれるエネルギ

ー減衰項に着目して，完全反射境界を設定した上で，境界点に

減衰係数εm を与えることにより反射率を評価した(図－1)．反

射率と減衰係数の関係は一様水深規則波を対象とした数値実験

によって式(1)に示す実験式が提案されている．

h/L≦0.2：εm=3.3173－5.5144KR+2.2099KR
2

0.2＜h/L≦0.4：εm=3.5016－6.1878KR+2.6106KR
2    　 (1)

0.4＜h/L：εm=0（適用範囲外，KR=1.0 とする）

このように式(1)では構造物設置位置の水深波長比によって異なる関係式が設定されていて，反射率と減

衰係数の関係に水深波長比の影響が十分に考慮されていない．そこで，任意反射境界モデルは図－１に示す

まま，反射率と減衰係数の関係の再構築を図った．

　ところで，この減衰係数は開境界を成す減衰帯で与えられる減衰係数と同等である．開境界を成す減衰帯

では Cruz ら(1993)のように線形あるいは双曲線型などの関数形で 0 から漸増する減衰係数が与えられ，反

射波の発生を防いでいる．一方，図－1 に示す任意反射境界はこの減衰帯の条件を操作して任意反射率を評

価しようとするものであり，減衰係数の大きさとともに減衰帯の幅が重要なパラメータである．ここでは，

様々な現地の構造物形状に対応できるよう減衰係数は反射境界上の１点にのみ設置した．すなわち，構造物

前面に 1 空間刻み幅の範囲で 0 からεmまで線形に変化する減衰係数を有する減衰帯を設定したことになる．

　今回，反射率と減衰係数の関係は一様水深場の一方向不規則波を対象として求めた．まず，緩勾配不規則

波動方程式によって水深波長比を 0.019≦h/L≦1.2 の範囲で減衰係数を種々変化させた場合の波浪場を計算

し，合田ら(1976)の方法で境界前面での反射率を求めた．
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図－2 は数値実験で得た反射率と減衰係数の関係を示す．なお，

横軸は減衰係数εm と計算で使用した空間刻み幅と有義波の波長

の比 DX/L の積である．図－2 によれば，対象とした全てのケー

スで反射率と減衰係数はある一定の分布傾向を示すことがわかる．

これらのデータを基に回帰分析を行って非常に相関の高い 3 次の

回帰式を得た．さらにその回帰式を減衰係数が 0 の場合に反射率

が KR=1 となるように変形して次式を得た．

εm・ DX/L=－0.15KR
3＋0.41KR

2－0.51 KR＋0.25       (2)

図中の実線が式(2)を表し，式(2)と数値実験結果は R2=0.996 と非

常に高い相関を示す．この式(2)により，全ての波浪条件および

構造物の設置条件に対して，緩勾配不規則波動方程式で任意反射

境界を与える適切な減衰係数を得ることが出来る．

3.任意反射境界の検証

　新たに提案した関係式の妥当性を検証する為，金澤ら(2000)の

多方向不規則波実験結果と計算結果を比較した．実験は図－3 に

示す位置に低反射堤模型を設置し，その前面の平面波高分布を計

測している．一例として，h/L=0.25，KR=0.60 のケースについて

岸沖方向測線上で両者を比較したものを図－4 に示す．図中，縦

軸は無堤時の堤体設置予定位置での有義波高で無次元化した波高

比である．堤体中央 (X/L=0.0)，堤体端部 (X/L=1.26)，堤体外

(X/L=2.10)の測線全てで両者は定性的・定量的に良く一致した．

　図－5 には検討した全てのケースについて，同一地点における

実験値と計算値を比較したものである．縦軸と横軸は図－4 の縦

軸に示した波高比である．この図によれば，ほぼ全ての点で計算

結果と実験結果は±10%の範囲内に含まれており，両者は良い一

致をしていると判断できる．

4.まとめ

　本研究において得られた結果を以下にまとめる．

①緩勾配不規則波動方程式に対する新しい反射率と減衰係数の関

係式を提案した．

②本関係式によれば，波浪条件および構造物の設置位置に係わらず，

任意反射率に応じた減衰係数を一意的に求められる．
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図－2　反射率と減衰係数の関係

  図－3　模型および測線

X

Y’

図－4　岸沖方向測線上
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図－5　実験結果と計算
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の配置状況

での波高比
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